
(そ の1)

(ふ り が な)

1政 治 団 体 の 名 称

2主 たる事務所の所在地

3代 表 者 の 氏 名

4会 計 責 任 者 の氏 名

5平 成27年 分

O

まるやまかずやこうえんかい

丸山和也後援会

収 支

東京都千代田区永田町2-1-1
参議院議員会館913号 室

丸山 和也

松井 攻

コ 　11 　 ロ ロ コ コ コ ロ 　 ロ

団 体 コー ド1111gIOIlIOI219121010111210*

前 年 繰 越額14,484円

報
止
口 圭

日

O

※該当箇所に[!コ すること。

事務担当者の氏名

電話番号

並 豊 玖

〃2イ 」猛o-09/3》

一2565--」
受 付 審 査 確 認 消 込

4-5iew



(その2)

1収 支 の総括表

収 支 の 状 洗

収 入 総 額 135,485

(前 年 か ら の 繰 越 額) 14,484

(本 年 の 収 入 額) 121,001

支 出 総 額 135,444

翌 年 へ の 繰 越 額 41

2収 入項 目別金額の内訳

(1)個 人の負担する党費又は会費

金 額 o

員 数(党 費又は会費を納入 した人の数)

(2)寄 附

ア 寄附(イ を除 く。)の 区分 金 額 備 考

(ア)個 人 か ら の 寄 附 0

(う ち 特 定 寄 附) 0

(イ)法 人 その他 の団体か らの寄 附 0

(ウ)政 治 団 体 か ら の 寄 附 0

小 計(ア)+(イ)+(ウ) 0

(寄附の うち寄附 のあっせん によるもの) 0

イ 政 党 匿 名 寄 附 0

合 計(ア+イ) 0



(その4)

(4)借 入 金

借 入 先 金 額 備 考

自由民主党東京都参議院比例区第
五十三支部 10,000 平成27年2月24日

自由民主党東京都参議院比例区第
五十ご支部 10,000 平成27年5月22日

自由民主党東京都参議院比例区第
五十ご支部 100,000 平成27年6月29日

自由民主党東京都参議院比例区第
五十ご支部 1,000 平成27年12月9日

合 計 121,000



(そ の6)

(6)そ の他 の収入

摘 要 金 額 備 考

1件10万 円 未 満 の も の 1

合 計 1



(その13)

3支 出項 目別金額 の内訳

(1>支 出 の 総 括 表

項 目 金 額
備 考

本部又は支部に対 して
供与した交付金に係る支出

1経 常 経 費

(1)人 件 費 0 0

(2)光 熱 水 費 0 0

(3)備 品 ・ 消 耗 品 費 56,604 0

(4)事 務 所 費 78,840 0

小 計 135,444 0

2政 治 活 動 費

(1)組 織 活 動 費 0 0

(2)選 挙 関 係 費 0 0

(3)機 関紙誌 の発行そ の他 の事業費 0 0
ア 機 関 紙 誌 の 発 行 事 業 費 0 0
イ 宣 伝 事 業 費 0 0

ウ 政治資金パーティー開催事業費 0 0
エ そ の 他 の 事 業 費 0 0

(4)調 査 研 究 費 0 0

(5)寄 附 ・ 交 付 金 0 0

(6)そ の 他 の 経 費 0 0

小 計 0 0

合 計 135,444



ノ

(その14)

(2)経 常経費(人 件費 を除 く。)の 内訳 項 目 別 区 分 3.備 品 ・消耗 品費

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
(団体にあっては、その名称)

支出を受けた者の住所(団体にあって
は、主たる事務所の所在地) 備 考

そ の 他 の 支 出 56,604

合 計 56,604



ノ

(そ の14)

(2)経 常経費(人 件費を除 く。)の 内訳 項 目 別 区 分 4.事 務所費

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
(団体にあっては、その名称)

支出を受けた者の住所(団体にあって
は、主たる事務所の所在地) 備 考

会計監査業務委託料 54,000 H27/6/29 かえで税理士法人 東 京都 千代 田 区永 田町2-13-10

プル デ ンシ ャル タ ワー4階

フ ァ ッ ク ス コ ピー ・リー ス 料 23,976 H27/10/5 リコ ー リー ス ㈱ 東 京都 江東 区東 雲1-7-12

そ の 他 の 支 出 864

合 計 78,840



(その17)

1資 産等 の総括表

資 産 等 の 状 ・況

資 産 等 の 有 無

資 産 等 の 項 目 別 区 分 有 無 備 考

ア 土 地 口 回

イ 建 物 [コ 図

ウ 建物の丘査宣且的上する地上権又盗土地の賃惜権 口 回

工 取 畳 の 価 額 杢 ⊥ΩΩ互 置 皇 超 え 亙 動 産 口 凹

オ受亀(叢夢(㌔蟹 叢 誉 鍵 ヤ1 口 口

力 金 銭 償 託一 口 図

キ 査 価 証 券 口 図

ク 出 資 に よ 亙 権 利. 口 凹

ケ 黛位先二上の残壷杢迦 互旦査超え亙黛付金 口 口

コ 束払並 れた 金額 杢迦 互 置亙 超え 亙敷 金 口 臼

サ 取得の価額が100万 円を超える施設の利用に関する権 口 口利

シ 燈△先ごとの残直杢迦 互巴皇超え亙僅ム金 口 口



(その18)

2資 産等 の項 目別 内訳

資 産 等 の 内 訳 項 目別区分
シ
金
借入先 ごとの残高が100万 円を超 える借入

摘 要 金 額 年 月 日 備 考

自由民主党東京都参議院比例区第
五十三支部 1,950,184



(そ の20) 宣 誓 圭
臼

口

口

凹

添付書類(別 添のとお り)

1領 収書等の写し

2監 査意見書(政 党及び政治資金団体に限る。>

3政 治資金監査報告書(国 会議員関係政治団体に限る。)

この報告書 は、政 治資金規正法 に従 って作成 した もので あって、真 実 に相違 あ りませ ん。

政治 団体 の名称 丸山和也後援会

会計責任者の氏名 松井

代 表 者 の 氏 名

攻 (印)

(代表者については解散時のみ記入すること)

(印)



政 治 資 金 監 査 報 告 書

平成28年5.月16日

丸山和也後援会 翻,a

代表丸山和也殿
嚇 灘 監査人 踊 鯨 馨膨
登 録 番 号 第124号

研 修 修 了 年 月 日 平成20年12月17日

1監 査の概要

(1)私 は、政治資金規正法(以 下 「法」 とい う。)第19条 の13第1項 の規定に基づき、丸 山和也後援会

の平成27年 に係 る法第12条 第1項 に規定す る収支報告書のすべての期間を対象 として、当該収支報告

・ 書並びに当該収支報告書 に係 る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等 を徴 し難 かった支出の明細書、振

込明細書及び振込明細書に係 る支出 目的書(支 出の 目的が記載 された振込明細書 の写 しを含む。以下同

じ。)に ついて、支出に関す る政治資金監査を行った。

、(2)こ の政治資金監査 は、法第19条 の13第2項 に定 めるところによ り政治資金適正化委員会が定 める「政

治資金監査に関する具体的な指針」(以 下 「政治資金監査マニュアル」 とい う。)に 基づ き行 った。

(3)私 の責任 は、外部性を有す る第三者 として、国会議員 関係政治団体の会計責任者 の作成又 は徴取 した収

支報告書並びに当該収支報告書に係 る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等 を徴 し難かった支 出の明細

書、振込明細書及び振込明細書に係 る支出 目的書について、政治資金監査マニュアル に基づ き政治資金監

査を行った結果 を報告す るこ とにある。

(4)こ の政治資金監査は、丸山和也後援会の主た る事務所の作業スペースの不足 によ り円滑な政治資金監査

の実施が困難 であると山下章太が判断 したため、か えで税理士法人の事務所 内(東 京都 千代 田区永田町2

-13-10)に おいて行った
。

2監 査 の結果

私 が実施 した政治資金監査の結果は、以下の とお りである。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規定す る事項について、会計帳簿、明細書、領収書等が保存 されてい

た。なお、政治資金監査の対象期間においては、丸山和也後援会に係る領収書等を徴し難かった支 出の明細書
v等 及び振込明細書を必要とする支出はなく

、領収書等を徴 し難かった支出の明細書等及 び振込明細書及び振

込 明細書に係る支出 目的書は存在しなかった。

(2)法 第19条 の13第2項 第2号 に規定す る事項について、会計帳簿には、当該国会議員関係政治団体 に

係 るその年における支出の状況が記載 され、かつ、当該 国会議員 関係政治団体 の会計責任者が当該会計帳

簿 を備 えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規定する事項 について、法第12条 第1項 に規定す る収支報告書は、

会計帳簿、明細書、領収書等 に基づいて支 出の状況が表示 されていた。

(4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規定す る事項について、領収書等を徴 し難かった支出の明細書及び振

込明細書に係 る支出目的書は、存在 しなかった。

3業 務制限

丸山和也後援会 と私 との間には、法第19条 の13第5項 の規定に違反す る事実はない。

また、丸山和也後援会 と政治資金監査の業務を補助 した使用人その他 の従業者 との間において も、同様

である。

以 上


